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Ⅰ　はじめに
　日本の小中学生の学力低下が顕著になった PISAの結果によると，学力だけでなく家庭学習時
間においても日本は先進国中最下位であった（OECD，2004）。この家庭学習時間の低下は日本
の小中学生の自己調整学習能力1） の低下を意味する。また，中学校英語科教育においても新たな
課題が報告されている。小学校外国語活動が開始したことで，中学生の英語そのものへの素地や
コミュニケーションへの態度が向上している（渕上，2009）一方で，自律的学習習慣の未定着，
すなわち自己調整学習能力の欠如という課題が明らかになってきた（増渕，2012）。山本
（2013）は，教科ではない領域指定の小学校外国語活動には評価や試験がなく，積極的な授業へ
の参加態度のみを重視するため，学習内容を定着させるという意識が育ちにくく，そういった意
識が中学校にも引き継がれることが一因であると分析している。この自己調整学習能力の欠如と
いう課題を克服するためには，小中連携英語教育を推進することが不可欠であると考える。
　増渕（2012）及び山本（2013）は，中学校段階で行った自己調整学習能力向上のための実践に
は一定の成果があったと報告している。しかし小学校外国語活動における「自己調整学習」を意
識した実践は現在のところ他に例がない。そこで，中学校での自律的な学びを視野に入れ，自己
調整学習における小中の連携を実現するための研究を，まず小学生対象に行った（齋藤他，
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〈Summary〉
  This study aims to focus on developing self-regulated learning behavior of young 
students who have just started learning English. Based on the same team’s previous study 
on developing elementary school students’ attitudes and skills for self-regulated learning, 
this study offered junior high school teachers an innovative methodology for fostering 
students’ self-regulated learning behavior. The findings of pre- and post-questionnaires 
revealed that the junior high school students took advantage of their experiences at 
elementary schools, and that the methodology encouraged the students to engage in 
self-regulated learning.
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2013）。小学校外国語活動のカリキュラム開発・実践から，小学生の自己調整能力の育成には外
的な要因（特に教師）が大きく影響を与えることが明らかになった。本稿は，齋藤他（2013）の
対象者が中学校へ進学した後の継続調査と位置付けられた，中学校 1年生を対象とした研究の成
果を報告するものである。
Ⅱ　理論的背景
　小学校と中学校の学習指導要領には，どちらも自己調整学習の重要性が明記されている。小学
校学習指導要領には，「学校の教育活動を進めるに当たっては，各学校において，児童に生きる
力をはぐくむことを目指し，創意工夫を生かした特色ある教育活動を展開する中で，基礎的・基
本的な知識及び技能を確実に習得させ，これらを活用して課題を解決するために必要な思考力，
判断力，表現力その他の能力をはぐくむとともに，主体的に学習に取り組む態度を養い，個性を
生かす教育の充実に努めなければならない。その際，児童の発達の段階を考慮して，児童の言語
活動を充実するとともに，家庭との連携を図りながら，児童の学習習慣が確立するよう配慮しな
ければならない。」（小学校学習指導要領　第 1章　総則，下線筆者）とある。一方，中学校学習
指導要領には，「学校の教育活動を進めるに当たっては，各学校において，生徒に生きる力をは
ぐくむことを目指し，創意工夫を生かした特色ある教育活動を展開する中で，基礎的・基本的な
知識及び技能を確実に習得させ，これらを活用して課題を解決するために必要な思考力，判断力，
表現力その他の能力をはぐくむとともに，主体的に学習に取り組む態度を養い，個性を生かす教
育の充実に努めなければならない。その際，生徒の発達の段階を考慮して，生徒の言語活動を充
実するとともに，家庭との連携を図りながら，生徒の学習習慣が確立するよう配慮しなければな
らない。」（中学校学習指導要領　第 1章　総則，下線筆者）とある。共通して言えるのは，家庭
学習との連携による学習習慣の確立が謳われているということである。当然，学習習慣の確立に
は学習者の自己調整学習能力育成が不可欠である。
　自己調整学習能力は，発達段階で自然に身につくものではなく，教師側の意図的な介入と学習
者による意識的な学習が必要とされている（Chang，2005）。また，その育成開始時期として最
適なのは小学校高学年から中学校初期である（伊藤，2009）。従って，小学校高学年で自己調整
学習を意識させ，中学校 1年生で本格的な育成を開始することとした。齋藤他（2013）が報告し
た小学生対象の研究では，自己調整学習能力育成モデルを創出し，検証授業を通じてそのモデル
を検証した。自己調整学習は「予見の段階」，「遂行コントロールの段階」，「自己省察の段階」の
3つの段階から形成される。この自己調整学習のアカデミックラーニングサイクル（Academic 
learning cycle）を図示したものが図 1である。
　このサイクルを機能させるため，毎回の授業において「学習チェックシート」を用いて振り返
りを行うと共に，授業ごと，単元ごとに「振り返りプリント」を用いた自己評価を組み込んだ。
また，「予習プリント」を配布し，予習あるいは復習に活用するよう働きかけた。
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　齋藤他（2013）は，1年目の検証授業の結果に基づき 2年目の検証授業を改良し，その後児童
対象のアンケート結果より成果を分析した。その結果，5・6年生に差があったことと，両学年
においてクラス間で差があったことから，自己調整学習能力と児童の発達段階に関連があること
が明らかにされ，教師の意識や指導の違いが児童の目標設定や振り返りの意識・行動に影響する
可能性が示唆された。
　そこで，中学校においては，齋藤他（2013）で検討された小学生に対する自己調整学習育成モ
デルに基づき，小中連携の利点を生かした自己調整学習能力育成モデルを創出することとした。
また，検証授業の実施に当たっては，小学校で使用した「振り返りプリント」をほぼ同じ形で継
続して使用することとした。自己評価は評価道具としての機能に加え，学習者の内発的動機づけ，
学力，メタ認知力，社会性などの育成との関連が大きく（安彦，1998；古川，1998；長沼，
2010），齋藤他（2013）においても検証授業デザインの核となっている。
　齋藤他（2013）では，自己調整学習方略使用は，自己効力感と学業成績に影響を及ぼすことが
明らかにされているため（Pintrich & DeGroot, 1990；伊藤，1997），自己調整学習にとって重要
な要因であるとして，小学生の自己調整学習方略使用状況が調査されている。中学生対象の検証
授業では，自己調整学習という視点を持たせ，小学校での自律的な学びを振り返らせてから検証
授業に入った。そのために，「自律学習に関するアンケート」（中学生に難解な自己調整学習とい
う語は使用せず，自律学習という語を使用している）を作成し，そのアンケートでは自己調整学
習方略に関する詳細な項目2） を設定した。
Ⅲ　研究方法
1．研究の目的
　本研究の目的は，中学生に対する英語授業のみによる自己調整学習能力育成モデルを創出し，
図 1　自己調整学習のアカデミックラーニングサイクル
齋藤他（2013）
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検証授業を実施することである。
2．研究協力者
　公立中学校の 1年生 2クラスが研究協力者である。齋藤他（2013）の協力者でもあり，自己調
整能力育成を目標としたカリキュラム下で小学校外国語活動を経験した生徒である。
3．中学生に対する自己調整学習能力育成モデル
　小学生に対する自己調整学習能力育成を促す 5つのステップ（Kondo et al., 2012）と連携した
形で，中学生の自己調整学習能力育成を促す 5つのステップを設定した（図 2）。
　この 5つのステップを踏むことで，自己調整学習のアカデミックラーニングサイクル（図 1）
を実現することを意図している。以下，検証授業で使用した道具について，小学生対象のモデル
との一貫性と共に記述する。
ア　毎時の「振り返りプリント」
　毎回の授業終了時に行うため，時間をかけず授業の中で行った活動を再確認し，前時から本時
までの間に家庭学習を行ったかどうかを思い出すきっかけとすることにとどめた。小学校段階で
使用したプリントとほぼ同じものであるが，中学校英語授業では小学校外国語活動ほど自由裁量
の時間が取れないため，単元の時間数の振り返りをすべて 1枚のプリントに印刷し，授業の開始
時に配布・記入して終了後に回収という流れがスムーズにできるよう配慮した（資料 1）。
イ　単元ごとの「振り返りプリント」
　各単元で学習する到達目標を 4段階（1：まったくあてはまらない　2：あまりあてはまらない　
3：少しあてはまる　4：とてもあてはまる）で生徒に自己評価させる形式である。「わからな
かったこと」「振り返って思うこと」という自由記述欄も含め，小学校段階で使用したプリント
とほぼ一致させている。小学校と異なる点は，文法項目など，学習内容定着を自己分析できる項
図 2　自己調整学習能力育成を促す 5つのステップ
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目や，教材の内容に興味を抱いたり情動が動いたりしたかという，中学生の認知的発達段階に応
じた項目を加えた点である（資料 2）。
ウ　家庭学習用教材
　家庭学習用教材は，自己調整学習のアカデミックラーニングサイクルにおける「予見の段階」
の興味，及び「遂行コントロールの段階」の注意の焦点化を促進させる道具の一つとして，小学
校段階では「予習プリント」という名称で使用した。名称は「予習プリント」であるが，復習に
も活用されるなど自由度が高かった。中学生段階では，毎時間の学習内容定着のために欠かせな
い音読や単語練習を促すことに焦点化した。復習を中心にしつつ，次回の授業，特にその内容に
触れ，興味・関心を高めておく工夫を行った（資料 3）。小学校段階と大きく異なる点は，家庭
でどのような内容の学習が自分には必要で，どのような学習法が自分には向くのかを自己モニタ
リングし方略を選択するレベルを求めたことである。家庭学習内容を教師が提示し枠にはめるの
ではなく，あくまで見本を提示するのが本教材の目的となる。そのため，家庭学習教材は最初の
単元にのみ使用し，「前単元で行った家庭学習を参考に，自分でやってみよう」と生徒に呼びか
けることにとどめた。
エ　「アチーブメントテスト」
　小学校では ICTによるアチーブメントテスト3） を使用していたが，中学校段階では，家庭学習
用教材と完全にリンクさせたものを新たに作成した（資料 4）。音読・単語練習といった基本的
な作業を継続することにより，単元の学習内容が定着したという実感を持たせることが目的であ
る。アチーブメントテストには教科書本文と同じ文を使用したため，「簡単すぎるのでは」とい
う意見が協力校の先生から出されたが，この中学校段階でのテストは自己調整学習能力が最も欠
如しているスローラーナーに焦点化したものとした。単純な暗記作業の積み重ねに対し達成感を
持つことで自己効力感を高め，教科書の暗記が学力定着に直結すると実感させるのが目的である。
つまり，アチーブメントテストは定期試験と異なり，日常の家庭学習を普通に行えば全員が満点
を取ることができるテストという位置づけとした。
　以上の 4種類の道具を用いて，図 2で示した 5つのステップを生徒に体験させた。以下は，1
単元の流れである（仮に 5時間設定の単元としている）。
 ステップ①：家庭学習用教材を用いて自主学習
 ステップ②：授業後に復習として再度家庭学習用教材を確認
（ステップ①と②を第 4時まで繰り返し）
 ステップ③：アチーブメントテスト実施前に，家庭学習用教材を使用して復習
 ステップ④：アチーブメントテストを受けて，できるようになったこと・できないことを確認
 ステップ⑤： 単元全体の学びを振り返ることで，更なる目標を設定し，さらなる自主的な学習
につなげる
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4．検証授業の実施
　検証授業は，2学期の 10月，11月という期間にわたり，Unit 7，Unit 8という 2つの単元で実
施した。中学 1年生 2クラスのうち，1クラスを実験群，もう 1クラスを統制群と設定した。両
群とも，同じ道具を使用し 5つのステップを踏んだ授業を行った。
　Ⅱで記述したように，小学校段階での検証授業では，小学生は教師の介入に依存する傾向が高
いことが明らかになっている。本検証授業では，中学生らしい成長を促進するための手立てを構
築する必要がある。そこで，実験群では，検証授業を開始する前に，自主的な勉強について振り
返る時間を設定した。「自律学習に関するアンケート」（資料 5），「自律学習度チェックシート」
（資料 6）を利用し，小学校で行ってきた自己調整学習を意識した活動をどれくらい覚えている
か，また小学校と中学校では，自分の自己調整学習に変化はあったかなどを振り返ることが目的
である。また，単元終了後には，自己調整学習の意識を高めるためのプリント（資料 7）を使用
し，自己評価した上でさらに高次の目標を設定できる機会を作った。実験群のみ使用したのは，
資料 5・6・7ということになる。生徒の内面への刺激を与えた上で，小学校段階で使用した道具
を中学生にふさわしく改良し使用することにより，中学生の自己調整学習能力の向上を意図した。
Ⅳ　成果と課題
　検証授業の分析に当たっては，まず検証授業が意図した通りに展開しなかった部分があったこ
とを断らねばならない。原因としては，自己調整学習育成モデルの意図が実際の指導者に伝わら
なかったこと，また自己調整学習育成モデル自体が現場の実態に即していなかったことが考えら
れる。これは今後の研究において生かされるべき課題である。また，2か月 2単元という期間が，
自己調整学習の変容を追うには短すぎたという課題も残る。
　興味深いことに，実験群で行ったアンケート（資料 5）分析から，小中連携の成果と課題が明
らかになった。小学校段階で行った自己調整学習に特化した指導が，中学校段階での指導とリン
クしている面・していない面の双方が反映されていたのである。以下，詳細な分析結果を報告す
る。
　まず，小学校段階で行った自己調整学習に特化した指導に関する回答分析である。「小学校で
学習チェックシートがあったおかげで，毎時間の目標がわかった」と回答した生徒が 73.9％，
「目標がわかることには意味がある」と回答した生徒が 78.3％と，図 1における「予見の段階」
に当たる「目標設定活動」に小学生段階から意義を見出していたことが判明した。また，「授業
の振り返り」には意味があると回答した生徒が 87.0％であった一方で，「授業の振り返り」を毎
回きちんと行っていた生徒は 60.9％，「小学校の時に，英語の自律学習の習慣がついた」生徒は
50.0％にとどまり，意識できる能力と実施できる能力は一致していないことが明らかになった。
この解決策を模索するのが今後の研究の目標となる。「できるようになったこと」や「できない
こと」を自分で確認することは大切だと考えている生徒は，それぞれ 90％を超えていた。「小学
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校段階で，家庭学習の大切さに気づいた」生徒は 65.2％，「小学校段階で，自分で目標を決める
大切さに気づいた」生徒は 72.7％，「小学校での学習習慣が，中学校で役に立っている」と回答
した生徒は 81.8％と，小学校外国語活動における自己調整学習に焦点化した指導の有効性が示唆
された。
　中学校で行った検証授業に関しては，「振り返りを行うことで，自主的に勉強しようとする意
識は，個人的にも，クラス全体としても高まった」とする回答が過半数となり，一定の効果が
あったと判断できる。
　次に，中学校段階で行っている自己調整学習に関する回答分析である。「中学校の勉強は難し
いので，今の学習が足りていない」と回答した生徒が 77.3％にのぼり，自由記述でも，小学校外
国語活動と中学校英語授業の違いを痛感している記述が目立った。以下はその例である。
 ・中学校では，単語をたくさん覚えないといけない
 ・中学校では，文法をしっかり覚えてないといけない
 ・中学校では，単語と文法が難しくなる
 ・単語が覚えられていない
 ・自分で勉強することによってわかったりする
 ・自分の勉強は足りない
 ・自分で辞書を引いたりすることは大切だ
　小学校段階ではそれほど必要としなかった，自ら行う学習への意識が明らかに高くなっている
ことが見てとれる。「自律学習へのサポートを，中学校でも先生にしてほしい」と回答した生徒
が過半数（54.5％）であったことから，必要性は認識していても，どのように家庭学習をすれば
よいかわからないという実態が見えてくる。逆に，中学校段階では，半数近くの学習者が「先生
のサポートはいらない」と考えているという見方も可能である。小学校段階では教師の介入と
いった外的な要因が大きく影響するという齋藤他（2013）の知見と比較すると，自己調整学習能
力と発達段階の関連性がより明白になる。
　以下，自己調整学習に対する中学生の意識を，実態と課題別にまとめる。
【中学校段階での生徒の実態】
 ・ 先生任せにするのではなく，自分で確認しながら学習することの意義をわかっている生徒が
いる
 ・ 中学校では，先生に頼るという気持ちが減り，より自立した学習者になろうとする傾向があ
る
 ・ 中学校では学習内容が激増するため，自己調整学習が必要であるということを，理解し始め
ている
【中学校段階での課題】
 ・ 小学校段階で自己調整学習の大切さに気づいたとしても，実際には行動に移せていないこと
が多い
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 ・ 中学生に必要な自己調整学習レベルには達していないと自覚していても，行動に移せていな
いことが多い
　本研究で提案した自己調整学習育成モデルは，このような実態と課題の分析に立ち，より改良
していく必要があるだろう。教師のサポートを最大限付加した小学生対象の自己調整学習育成モ
デルを，そのまま踏襲したことにも課題があったと考えられる。中学生対象の自己調整学習育成
モデルにおいては，徐々に可視的なサポートを減らし，学習者を自立させていく視点が必要とな
ろう。
Ⅴ　さいごに
　本研究チームは，小学校段階の自己調整学習に焦点化した実践・研究を 3年間にわたって行い，
最終年度にはその継続研究として，中学校段階を対象に 1年間の実践・研究を行った4）。自己調
整学習能力は，自己の学びを計画し実行できる人間になるため，生涯を通して育てていくべき，
人格の深部に及ぶ全体的能力である（松下，2010）。そのような能力の向上を検証するためには
長期スパンに亘る研究が必要であり，検証方法においても明確な方法が確立されているわけでは
ない。そのため，本研究は課題を多く残すものとなったのは事実である。しかし，小中学生とい
う初期学習者にも自己調整学習の必要性が理解でき，自己調整学習能力向上に向けて努力できる
ことを実証することができた。また，自己調整学習育成モデルという新しい発想に基づく指導法
を形にしたことで，これまでにない研究の入り口に立つことができたと考える。今後，授業内学
習と家庭学習を有機的に結合させた自己調整学習育成モデルの検証及び改良を行うに当たり，本
研究の成果と課題は大きく寄与するものとなる。また，さらなる検証授業を通じて一般化を図り，
中学校 1年生段階における家庭学習習慣の欠如と，その欠如による 1年生及び 2年生の学力低下
を回避することが可能な高汎用性自己調整学習モデルの創出を目的とし，研究を展開する予定で
ある。
注
1） 自己調整学習とは，メタ認知，感情，行動の各面に，学習者自身が能動的に働きかけ，学習者
としての自律性を高め，目標設定に向けて進んでいく相互性のある学習過程である
（Zimmerman, 2008；竹内，2011）。伊藤（2009）は，自分の意思で学習をコントロールし進め
る能力は，教師からの援助なしには身につかないとし，教師の能動的な関与を勧めている。
2） 齋藤他（2013）は，藤田・岩田（2002）が小学校 6年生を対象に開発した 22項目からなる
「自己調整学習方略尺度」を用いている。本研究も同じ自己調整学習方略尺度から，中学 1年
生にも有効であると判断できる項目を抽出し使用した。
3） ICTによるアチーブメントテストの詳細については，石川保茂・近藤睦美・齋藤栄二（2012）
「小学校外国語活動におけるアチーブメントテスト用アプリケーション：英語音声認識を利用
して」『外国語教育メディア学会第 52回全国大会発表要項集』pp. 140‒141を参照のこと。
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4） 本研究は，科学研究費補助金（課題番号 22520636，研究代表者：齋藤榮二）の一環として平
成 22～24年にかけて行われたものである。
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